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基本方針７ 学校の組織力向上と開かれた学校づくりをすすめます 

  

【重点取組の点検結果】 

項目 目標 
（目標年次） 

H24 年度実績 
（計画策定時） 

H29 年度実績 
達成 
状況 

実施事業（H29 年度） 

重点取組 具体的取組 事業名 実施内容 

31 校長マネ
ジメントに
よる学校経
営の推進 

119 学校経営

計画の策定に

よる PDCA サ

イクルに基づ

く学校経営の

確立 

学校経営計画に

示す教育目標の

実現度 80%以上 

（H29 年度） 

学校経営計画に

基づいて学校の

課題解決に向け

た取組みを推進 

学校経営計画中

の年度重点目標

の実現度 77.2% 

△ 

学校経営の確立 ◆学校経営計画策定にあたっては、校長との

面談を通して、学校の課題やミッションを明

確にしながら、取組みや成果指標について、

校長に対し指導・助言した。 

また、各府立学校において、学校経営計画

に基づいた学校経営を行うとともに、学校教

育自己診断や学校協議会からの意見を踏ま

え、年度末に学校評価を実施した。 

学校状況カルテ ◆入学者選抜や進路、生徒の状況等について

の府立学校共通の診断項目を設定し、システ

ム化した。 

120 予算面等

における校長

のマネジメン

ト強化 

【予算面】 

学校経営計画に

示す教育目標の

実現度 80%以上 

（H29 年度） 

 

学校経営計画に

示された中期的

目標に基づく学

校経営の推進 

 

学校経営計画中

の年度重点目標

の実現度 77.2% 
△ 

学校経営推進事

業 

◆府立、私立合わせて15校を支援校に決定し、

500 万円を上限に経営支援を行った。 

校長マネジメン

ト推進事業 

◆校長・准校長の責任と権限において執行で

きる予算を１校あたり 119 万円を上限に全府

立学校に配当した（定時制、多部制単位制Ⅲ

部、通信制、支援学校分校を設置している学

校には、それぞれにつき 60 万円を加算）。 

【勤勉手当】 

勤勉手当決定に

係る校長関与の

拡大（H25 年度） 

 

評価・育成システ

ムに基づく給与

反映 

H25 年度に目標

達成 
◎ 

勤勉手当決定に

係る校長関与の

拡大 

◆顕著な業績のあった教職員に対して、勤勉

手当を加算する制度（勤勉手当成績率の加算

（平成 25 年度に導入））により支給した。 
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項目 目標 
（目標年次） 

H24 年度実績 
（計画策定時） 

H29 年度実績 
達成 
状況 

実施事業（H29 年度） 

重点取組 具体的取組 事業名 実施内容 

31 校長マネ
ジメントに
よる学校経
営の推進 

121 校長のリ

ーダーシップ

を発揮できる

組織体制の確

立 

－ － － － 

学校経営研究発

表大会 

◆校長がリーダーシップを発揮し組織体制の

確立に成功している学校の情報を府立学校内

で共有した。（９名９件） 

チームによる支

援 

◆「診断支援チーム」「育成支援チーム」を計

７校に派遣し、学校経営力、課題対応力等の

向上を図った。 

122 校長の処

遇改善 

処遇改善を実施 

（H25 年度～） － 
H25 年度に目標

達成 ◎ 
（校長及び教頭

の給料表の改訂） 

◆（校長及び教頭の初号水準を引き上げる制

度改訂を実施（平成 26 年度～）） 

123 民間人、

行政職、教諭

等からの優れ

た人材の校長

への任用 

（府立学校） 

原則公募による

任用 

（H25 年度～） 

 

 

（府立学校） 

民間人６人 

行政職１人 

教諭等２人 

 

H30 当初人事 

（府立学校） 

民間人８人 

行政職０人 

教諭等０人 

○ 

府立学校校長及

び小中学校任期

付校長の公募 

◆優秀な人材を確保するため、民間人校長を

含む現職校長をパネリストに迎えた校長公募

説明会を開催した。また、地下鉄梅田駅など

21 駅 31 カ所に募集ポスターを掲示するとと

もに、府ホームページも活用した広報活動を

推進した。 

（小・中学校） 

計画的な任用 

（H25 年度～） 

 

（小・中学校） 

民間人７人 

行政職４人 

教諭等１人 

※政令市及び豊

能地区を除く 

H30 当初人事 

（小・中学校） 

民間人６人 

行政職２人 

教諭等２人 

※政令市及び豊

能地区を除く 
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項目 目標 
（目標年次） 

H24 年度実績 
（計画策定時） 

H29 年度実績 
達成 
状況 

実施事業（H29 年度） 

重点取組 具体的取組 事業名 実施内容 

32 地域・保護
者との連携
による開か
れた学校づ
くり 

124 学校協議

会による保護

者・地域ニー

ズの反映 

学校協議会に関

する情報の公表

状況 100% 

（H29 年度） 

学校協議会に関

する情報の公表

状況 87.0% 

学校協議会に関

する情報の公表 

状況 100% 

◎ 

学校協議会の運

営 

◆全ての府立学校において、学校協議会委員

の委嘱を行い（平成 24 年８月）、運営を開始。

全府立学校で年３回以上会議を開催した。ま

た、学校協議会に関する情報を公表していな

い学校に対し、個別に指導を行った。 

保護者の申し出

制度 

◆保護者が、郵送、投稿、メール等により協

議会に授業や教育活動に関して意見書を提出

できるようにするとともに、意見について、

必要に応じて協議会での調査審議を経て、校

長に具申されるよう条件を整備した。 

125 学校評価

情報等のホー

ムページ等で

の公開 

入試、学校情報の

提供システムを

開発･提供 

（H25 年度～） 
－ 

・全公立高校の体

験入学日程をホ

ームページで公

開 

・学校情報検索シ

ステムの運用 

○ 

高校入試情報提

供事業 

◆「大阪府公立高等学校・支援学校検索ナビ

（咲くなび）」を運用し、中学生・保護者の情

報収集や中学校の進路指導を支援するため、

高校入試に役立つ情報をシステムで提供し

た。 

ホームページで

の公表状況 

学校教育自己 

診断 100% 

学校協議会 

100% 

（H29 年度） 

ホームページで

の公表状況 

学校教育自己 

診断 72.1% 

学校協議会 

79.2% 

ホームページで

の公表状況 

 学校教育自己 

診断 100% 

学校協議会 

100% 

◎ 

学校評価情報等

のホームページ

での公開 

◆実施できていない学校へ個別に指導を行

い、目標値を達成した。 
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項目 目標 
（目標年次） 

H24 年度実績 
（計画策定時） 

H29 年度実績 
達成 
状況 

実施事業（H29 年度） 

重点取組 具体的取組 事業名 実施内容 

32 地域・保護
者との連携
による開か
れた学校づ
くり 

126 学校開放

やボランティ

ア活動・公開

講座等による

地域貢献と地

域とのつなが

りづくり【基

本方針５ 具

体的取組 99

の一部再掲】 

【府立高校の体育

施設の開放】 

継続的に開放事

業を実施 

（H25 年度～） 

 

 

府立高校の全校

（139 校）でグラ

ウンド等の開放

を実施中 

 

 

府立高校の全校

（138 校）でグラ

ウンド等の開放

を実施 

○ 

学校体育施設開

放事業 

◆138 校の府立高校体育施設を、地域で行うス

ポーツ活動に開放し、運動機会の充実を図っ

た。 

（参考）支援学校 11 校でも実施。 

【総合型地域スポ

ーツクラブ】 

新規クラブの設

立支援は継続し

つつ、既設クラ

ブの活動支援に

重点を置いた事

業展開をめざす 

（H25 年度～） 

 

 

府内26市町に55

クラブが設立済 

さらに３クラブ

が設立準備中 

 

 

府内28市町に62

クラブが設立済 

  ○ 

総合型地域スポ

ーツクラブ活動

促進事業 

◆以下、取組みを行った。 

・大阪府広域スポーツセンターの運営 

・総合型クラブフェスタの開催 

・ネットワーク会議（総合型地域スポーツク

ラブや各種地域スポーツ団体との連携強

化）の実施等 

地域でのボラン

ティア活動や保

護者・地域住民

向け公開講座に

取組む府立学校  

100% 

（H29 年度） 

保護者・地域住民

向け公開講座に

取り組んでいる

府立学校 41.6% 

保護者・地域住民

向け公開講座に

取り組んでいる

府立学校 25.0% 

△ 

府立学校の保護

者・地域住民向け

公開講座の実施 

◆以下、公開講座を実施した。 

・コーラス教室（１校実施） 

・テニス教室（２校実施） 

・陶芸教室（２校実施） 

・親子で参加する「たのしい科学」教室 

（２校実施） 

・ＰＴＡライブ（１校実施） 

・外国語教室（１校実施） 

・救命救急教室（１校実施） 
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項目 目標 
（目標年次） 

H24 年度実績 
（計画策定時） 

H29 年度実績 
達成 
状況 

実施事業（H29 年度） 

重点取組 具体的取組 事業名 実施内容 

33 校務の効
率化 

127 府立学校

の ICT ネット

ワークの統合 

府 立 学 校 統 合

ICT ネットワー

クの構築 

教職員ネット

ワークと校内

イントラネッ

トの統合化に

より、SSC、校

務処理等の作

業が１台の端

末で利用可能

（H26 年度） 

府 立 学 校 統 合

ICT ネットワー

クの構築 

利用用途に応

じて３つのネ

ットワークを

整備 

 

H26 年度に目標

達成 

◎ 

府 立 学 校 教 育

ICT 化推進事業 

◆全府立学校へ展開している統合 ICT ネット

ワークについて、セキュリティー対策などの

安全な環境維持に努めるとともに、教職員が

利用する端末機 2,000 台及び校内ネットワー

ク機器(144 校)の更新を行った。 

校務処理システ

ムの導入 

全府立学校で

稼働 

（H25 年度） 

校務処理システ

ムの導入 

パイロット校

22 校において

実証テスト実

施中 

H25 年度に目標

達成 

 

 
◎ 

◆校務処理システムの利用に係る学校からの

問い合わせ対応等、運用体制を整備し、シス

テムの安定稼働に努めた。 

生徒用パソコン

の更新 

（H28 年度） 

H21 年に国費に

より生徒用パソ

コンを調達 

（15,487 台） 

生徒用パソコン

の更新を含む学

校情報ネットワ

ーク再構築に向

け、詳細設計を実

施 

○ 

学校情報ネット

ワーク再構築整

備事業 

◆学校情報ネットワーク再構築に向けて、機

器の新規調達や既存機器の設定変更等、平成

29 年度中に実施すべき必要な構築作業を行っ

たことで、学校情報ネットワーク再構築にか

かるすべての作業は完了した。 

併せて、生徒用パソコンについては、授業

等での活用実績が高い54校延べ2,167台分を

新規調達した。 
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項目 目標 
（目標年次） 

H24 年度実績 
（計画策定時） 

H29 年度実績 
達成 
状況 

実施事業（H29 年度） 

重点取組 具体的取組 事業名 実施内容 

33 校務の効
率化 

128 学校事務

の適正化・効

率化へ向けた

検討 

学 校 事 務 適 正

化・効率化方策を

策定 

（H25 年度～） 
－ 

学校事務の効率

化を推進するた

め、府立学校の事

務を共同で実施 
○ 

学校事務の適正

化・効率化 

◆府立学校の事務の共同実施に取り組んだ。 

・事務の効率化を推進するため、施設賠償責

任保険の加入等について、学校へ働きかけを

行った。 

・学校業務の集約化を推進するため、委託役 

務契約の一括契約を行うこととした。 

34 私立学校
における開
かれた学校
運営に向け
た取組みの
促進 

129 私立学校

における学校

情報の公表・

公開 

全校種で 100% 

（H29 年度） 

学校情報の公表

状況 

※下表参照 

H28 年度実績 

学校情報の公表

状況 

※下表参照 

 

※H29 年度実績

は H31 年３月下

旬に公表予定 

△ 

（注） 

経常費補助金の

配分 

◆情報を公表していない学校については、経

常費補助金を減額して配分した。 

 

（注）目標に対する平成 28 年度実績の進捗状況を記載。 

 

私立学校における学校情報の公表・公開（府教育庁調べ） 

 
財務情報 自己評価 学校関係者評価 

H24 年度 H28 年度 H24 年度 H28 年度 H24 年度 H28 年度 

幼稚園 76.8% 90.5% 83.7% 94.7% 70.7% 83.2% 

小学校 82.4% 94.1% 82.4% 88.2% 82.4% 94.1% 

中学校 80.0% 96.8% 83.1% 92.1% 61.5% 90.5% 

高校 78.1% 96.9% 74.0% 93.8% 49.0% 91.7% 

専修学校 － － 20.2% 67.6% 7.9% 54.5% 

 


